
 

 

 

 
* 年金改革ウォッチは2013年1月より連載。2023年4月より毎月第2火曜日（2023年5月と2024年1月は第3火曜日）に連載。 
*1 マクロ経済スライドについては、拙稿「将来世代の給付低下を抑えるため少子化や長寿化に合わせて調整」を参照。 
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1 ――― 先月までの動き 

 企業年金・個人年金部会は、企業年金の資産形成のための環境整備について、政府が年内に策定す

る「資産運用立国」の政策プランと絡めて議論した。年金部会は、高齢期と年金制度の関わりとして、

在職老齢年金や基礎年金拠出期間の延長、マクロ経済スライドの調整期間の一致などを議論した。 

 
○社会保障審議会 企業年金・個人年金部会 

10月17日(第28回) 資産形成を促進するための環境整備、資産運用立国 

 URL https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_35819.html  (資料) 
 
○社会保障審議会 年金部会 

10月24日(第8回) 高齢期と年金制度の関わり 

 URL https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/nenkin_230921_00005.html (資料) 

 

2 ――― ポイント解説：マクロ経済スライドの調整期間に関する課題・対策案・論点 

 年金部会では高齢期と年金制度の関わりが議論されたが、マクロ経済スライドの調整期間一致案に

対しては委員の賛否が分かれた。本稿では、現行制度の課題と対策案、今後の論点を確認する。 

1｜現行制度の課題：給与が低いほど削減率が大 

 現在の公的年金制度は、保険料の引上げを2017

年に終了し、その代わりに年金財政が健全化する

まで「マクロ経済スライド」によって給付水準を

段階的に引き下げる仕組みになっている*1。 

 公的年金は全員共通の基礎年金(１階部分)と

元会社員等を対象とする厚生年金(２階部分)で

構成されるが、2009年以降に公表された将来見通

しでは厚生年金よりも基礎年金で引下げが続き、

大きく低下する見通しになっている（図表１）。 

図表１ 給付水準の低下見通し (現行制度) 

 

(注１) 年金財政が健全化するまで給付調整を続けた場合。 

(注２) 成長実現は経済前提Ⅰ～Ⅲ、出生維持は出生中位を指す。 

(資料) 厚生労働省年金局数理課「2019年財政検証結果」 
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*2 各年で基礎年金と厚生年金の低下率が揃うため、同世代(生年度)内では給与水準や世帯形態を問わず低下率が揃う。 
*3 この効果は、所得再分配機能の「低下防止」や「維持」、現行制度を続けた場合と比べた「強化」と表現されている。 
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 元会社員が受け取る年金のうち厚生年金の額

は現役時の平均給与に比例するため、給与が低

いほど厚生年金が少なくなり、結果として年金

全体に占める基礎年金の割合が大きくなる。 

 この仕組みと前述した基礎年金の方が大きく

低下する見通しを合わせて考えると、現役時の

給与が低い場合には割合が大きい基礎年金部分

が大きく低下するため、年金全体の低下が大き

くなる。つまり、現行制度を続けると、現役時の

給与が低いほど年金全体の低下率が大きい、と

いう逆進的な給付水準の低下を招く（図表２）。 

2｜対策案：調整期間の一致が根本的な解決策 

 この問題の原因は年金財政の構造にある。給

付水準の引下げは年金財政が健全化するまで続

くが、年金財政の健全化は国民年金財政と厚生

年金財政のそれぞれで判断される。国民年金財

政の支出の大半は基礎年金への拠出であるた

め、全員に共通する基礎年金の水準は国民年金

財政の状況だけで判断される（図表３）。 

 この問題を根本的に解決するには、給付水準

の引下げ停止を国民年金財政と厚生年金財政の

それぞれで判断する仕組みから、公的年金全体

で一括して判断する仕組みへと変更する必要が

ある。厚労省が2020年12月に示した「調整期間の

一致」は、この根本的な対策にあたる(図表４)。 

 この対策を行えば毎年の基礎年金と厚生年金

の低下率が揃い*2、元会社員間の逆進的な給付水

準の低下を回避できる*3。さらに、基礎年金給付

費の半額は国庫等が負担する規定の影響で、基

礎年金水準の低下抑制に伴って年金財政へ投入

される国庫負担が現行制度より増え、大半の世

帯で年金全体の低下率が改善する（図表５）。 

3｜論点：メリットとデメリットの評価 

 年金部会では、調整期間一致案に対して各委

員が賛否や着目点を述べた(図表6)。誤解のない

共通認識の上で、同案の長所と短所をどう評価

するかなどの議論が深まることを期待したい。 

図表２ 給与水準別の給付水準の低下率 (現行制度) 
 

(注１) 年収は厚生年金加入中の給与(標準報酬)の2019年度価格での平均。単身
年収は夫婦と同じ低下率になる年収。調整後は図表１で給付水準の低下
が横ばいになっている部分。 

(注２) 経済低迷は経済前提Ⅴ、出生維持は出生中位を指す。 
(資料) 年金数理部会(2020.12.25)資料１より作成。図表5も同じ。 

 

図表３ 給付引下げの停止を判断する仕組み(現行) 
 

 

図表４ 給付水準の低下見通し(現行と調整期間一致) 
 

(注と資料は図表２と同じ。試算①は資料での試算の番号) 

 

図表５ 給与水準別の給付水準低下(調整期間一致) 
 

 

図表６ 調整期間一致案に対する年金部会での意見 
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• 所得再分配機能
が維持される

• 大半の将来世帯で
給付水準が上昇

• 厚生年金の適用
拡大(低給与加入者

の増加)と整合的

• 国庫負担が増加

• 当面の受給者は
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• ３級の障害年金の
給付水準が低下

• 独自給付の見直し
が制度全体に影響

• 具体的な一致方法
を示すべき

• 厚生年金の調整停
止前に議論すべき

• 次の改正に議論を
延期すべき


